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物価⾼騰から市⺠⽣活と事業活動を守るための追加策を求める緊急要望書 

 
本年１⽉の消費者物価指数は前年同⽉⽐で 4.2％上昇し 41 年ぶりの⾼⽔準を記録。先週

発表された 2 ⽉の消費者物価指数も政府の電気・都市ガス料⾦の負担軽減策による押し下
げ効果もあり、1 ⽉と⽐べ１.１ポイント低くなったものの、前年同⽉⽐で 3．1％上昇と、
依然として⾼い⽔準であり、エネルギーや飲⾷料品など⽣活必需品の値上げが顕著なこと
から、家計は数字以上の影響を実感している。 

公明党は 3 ⽉ 15 ⽇、政府に対し「物価⾼対策の追加策」の提⾔を申し⼊れた。これを受
けて政府は予備費を活⽤した追加策を発表する予定であり、地⽅創⽣臨時交付⾦の積み増
しが期待される。 

そこで、本市においても独⾃の物価⾼対策の継続や拡充を検討すると共に、市⺠⽣活を守
り、事業者を⽀える更なる追加策を可及的速やかに実施するよう強く要望する。 
  

記 

 

１． ⼦育て世帯への物価⾼対応の負担軽減策をさらに進めると共に、⼦どもへの⽀援
を拡充すること。 
 

２．住⺠税⾮課税並びにそれに準ずる世帯の⽣活に寄り添う給付⾦⽀給制度を検討し実
施すること。 

 
３． 年⾦⽣活者や⾼齢者世帯を含む市⺠全体に恩恵が⾏き届く、物価⾼騰に対する⽀援

制度を検討し実施すること。 
 
４．市内事業者に向け、原材料や輸送費など物価⾼騰による負担を軽減するため、給付⾦

事業を実施すること。 


